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ヴァイントウラウプ定理の理論的妥当性
一一－Weintraubの価格理論・所得分配理論検討のために一一
原 久 治
はじめに
この小論の目的は， S. Weintraubの価格理論・所得分配理論を吟味し，検討するための 1つの
前提として，ヴァイントゥラウプ定理（Weintraubtheorem）がどのような理論的妥当性をもって
いるかを考察することであるO
Weintraubの価格理論は，封鎖体系および開放体系における価格決定理論，短期および長期イン
フレーション理論， さらに，完全競争理論，不完全競争理論，総供給・総需要理論，雇用理論，成
長理論，蓄積理論，貨幣理論，賃金政策理論， 所得政策理論などにおける価格決定理論というよう
に多採な理論で叙述されている O
このような Weintraubの価格理論は残念ながらその価格メカニズムを容易に解明できるような
論理体系で叙述されていないように思われる。それだけに， Weintraubの価格理論を吟味し，検討
するためには， ヴァイ γ トゥラウフ定理がどのような価格理論的妥当性をもっているか， また，
Weintraubの価格理論におけるヴァイントゥラウプ定理の役割はどのようなものであろうか，を考
察することが是非とも必要であるO このことはWeintraubの微視的経済理論だけで、なく，その巨視
的経済理論である所得分配理論の理論構造， 理論的・政策的含意、および論理体系，さらに価格理論
と所得分配理論との相互関係を吟味し，批判的に考察するためにも肝要なことである。 また，その
ことは巨視経済的観点から，例えば， Weintraubの成長・蓄積理論におけるヴァイントゥラウプ定
理の役割とその理論的妥当性を検討するためにも極めて重要なことである。
Weintraubの価格理論・所得分配理論全体の方法的論特色と基本的ヴィジョ γ，さらに，ヴァイ
ントゥラウプ定理の構造的特色と存在意義， Weintraub の所得分配理論における地位と役割につ
いては既に考察しているから，ここでは割愛せざるをえない。
小論の構成は次の通りである。第1に，巨視経済的観点から第H節を設けて，成長・蓄積理論に
おけるヴァイントゥラウプ定理の理論的妥当性を検討する。第2に，微視経済的観点から第皿節と
第W節を設けて，価格理論特に完全競争の場合と不完全競争の場合におけるヴァイントゥラウプ定
理の理論的妥当性を検討する。第3に，微視経済的観点と巨視経済的観点を総合した観点から第V
節を設けて， ヴアイントゥラウプの総供給・総需要体系におけるヴァイ γ トゥラウプ定理の理論的
妥当性を検討する。最後の第VI節は小論の議論の要約を示し， 若干の残された問題点を指摘する。
I ヴァイントゥラウプ定理の成長・蓄積理論的妥当性
この節では巨視経済的観点から成長・蓄積理論におけるヴァイントヮラウプ定理の理論的妥当性
ヴァイントヮラウプ定理の理論的妥当性
を検討する。この場合，R.F. Harrod, J. Robinson, N. Kaldorの成長・蓄積理論を中心として
後で少し D.C. Champernowneの成長・蓄積理論にも触れて検討する。
Weintraubはケンブリッジのケインジアンである R.F. Harrod, Robinson, Kaldorなどの成
? ?? 。
長・蓄積理論にヴァイントゥラウプ定理のさまざまな形式を用いてそれらの理論の多くの命題とヴ
ァイントゥラウプ定理とが両立することを考察している。そして， Weintraubはそれらの理論の命
題がどのようにしてヴァイントヮラウプ定理の黙示的な形式とみなされるかを明らかにしている。
J. Robinsonの分析とヴァR. F. Harrodの分析とヴァイ γ トクラウプ定理， 2.ここでは， L
D. C. Champerno・N. Kaldorの分析とヴァイ γ トゥラウプ定理， 4.イントゥラウプ定理， 3.
wneの分析とヴァンイトゥラウプ定理について順次検討する。
R. F. Harrodの分析とヴァイントゥラウプ定理1. 
Harrodの成長方
程式が所得分配率と実質賃金率を用いてどのように書き換えられるかを明らかにしているO
Weintraubは成長現象が価格水準にどのような影響を与えるかを明らかにし，
Weintraubはヴアイントヮラウプ定理を示す（1）式と Harrodの成長理論の自明の理となっている
(2）式とを結びつけようとする。
p kl 一一-A 
G＝す
(1) 
ベ－？）は平均貯蓄率， Sは絶対
Y (=PX）は実質産出量の価値の総計すなわち総売上金額， v ( ＝去）は限界資
1( ＝手）は実質貯蓄あるいは実質投資あるいは限界資本で抗。
Harrodの自明の理（2）式は実質産出量の成長率が限界資本・産出量比率に対する平均貯蓄率の比率
この比率は所得（あるいは実質産出量〉に対する絶対的な貨幣貯蓄の比
の比率で除した比率で、あることを意味するか
(2) 
JX 
G＝っrーである。ここで， Gは実質産出量Xの成長率であり，
的な貨幣貯蓄，
本・産出量比率，
に等しいことを意味する。
率を実質産出量の増分に対する投資（あるいは貯蓄）
貯蓄（あるいは投資〉は投資（あるいは貯蓄〉であらわされる
このことは成長率の定義である「実「実質産出量の増分」を「実質産出量」で除しているO
質産出量の増分を実質産出量で除する」
Harrodの自明の理は正しい。
から，
ら，
ことを意味する通常の方法であるにすぎなし、。すなわち，
I 
v -JX 
次式が得られる。
s 
S P I 
s=-y=y-＝ヱー
p 
(3) 
従って，
I 1 
s X X JX JX r. 
v - I - 1 -X -AN －~ 
JX JX 
(4) 
あるいは，
1 s 
A - LIX 
UゴV「
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平均労働生産性Aと雇用量Nの積は実質産出量Xに等しいから，
X=AN (5) 
(3）式と（4）式のことは， 限界資本・産出量比率uが投資の限界効率ではなくて貯蓄され投資された
追加的なuが年当りの実質産出量の追加的な 1単位において生じるものではないことを意味する限
り正しいことであるO Harrodの自明の理は観察期間において投資Iがuと実質産出量の増分 JXの
積であることを説明しているO しかし，実質産出量の増分は投資だけでなく人口の増加，熟練度の
向上，技術的および科学的知識の増大，新資源の発見， 旧資源の粘渇，貿易の変化，農産物の増加
などにも依存することに注意しなければならない。
Weintraubはヴアイントクラウプ定理（1）式と（4）式とを結びつけることによって次式を得ている。
p =kl s (6) 
v•JX 
N 
I JX＼ー
この式へb(＝γ ）すなわち雇用者1人当りの実質産出量の増分を代入すれば，
P=kl一元一 (7) 
(7）式は経済成長において価格水準が変化する過程をあらわす自明の理であり， 「価格水準と経済
成長に反応する現象との総合化」をあらわす重要な式であるO
s 
経済成長と価格水準との相互関係をさらに明白にするためには，（7）式のー にー（3）式のGを代入しv 
なければならなし、。すなわち，
P=kl手 (8) 
(8）式において経済成長と価格水準との相互関係が完全に示されたことになるO 従って，（8）式の意
1 
味することは， 「雇用者1人当りの実質産出量」の逆数一万「の代りに「実質産出量1単位当りの実
G 質産出量の増分を雇用者1人当りの実質産出量の増分で除した比率」一ーを用いるということであb 
G る。なぜ、ならば， 「実質産出量の増分」 JXを消去すれば ーーは「雇用者1人当りの」で雇用者’ b 
1人当りの実質産出量を意味する「実質産出量1単位当りの」を除した比率を意味するからであ
る。
このことはヴァイントゥラウプ定理（1）式に雇用者1人当りの実質産出量すなわち平均労働生産性
X 1 I 1 1 JX /JX 
A=Nを代入すれば， A=11r=11rfxであるから， -x=x/Nと書き換えることができ
る。
JX 
P=kl X JX 
N 
JX JX 
この式では x-=G, で市「＝bであるから，（8）式が得られる 0 (8）式は次式のように書き換える
(9) 
? ?
??
?
?
?＝?
?
?、?
」
?
」
。
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LIX LIC+ Lil 
帥式の bをで万一＝ N と書き換えれば，
G =-Jiヤ（LIC+Lil) 。方
帥式によれば，経済成長をあらわす実質産出量の成長率Gは価格水準P，マーク・アップ率k,
貨幣賃金率l' 雇用量N，実質投資の増分 Lilおよび実質消費の増分 LICいかんによって決定され
ることになる。
さらに， Weintraubはヴァイントゥラウプ定理（1）式を投資量 Iに結びつけることによって経済成
長過程を明らかにしているO (1)' (5）式から得られる式の分母子に Iを乗じれば，
I 
M 
kl x [y P一一一＝ kl一一一一 ＝ kl~-A I IN 
N 
ここで， Ixは実質産出量1単位当りの実質投資一一， INは雇用者1人当りの実質投資 ＿＿！＿ でI x 
あるO
「実質産出量の増分」と同じ秘訣で投資することは可能である。従って， 「雇用者1人当りの産
出量」与の代りに「実質産出量1単位当りの実質投資を雇用者1人当りの実質投資で除した比率J
J去を用いることができるo この比率を用いた闘は雇用者1人当りの実質産出量を説明するため
の奇妙な方法である 0 (1~式には次の 2 つの意味があど 見当違いの項目（irrelevant）が
奇妙であればあるほど，その見当違いの項目を忘れ，制式が「ある新しい’情報を伝達すよう〉ことを
意味するとし、う危険がより小さくなる。 しかし， 「実質産出量の増分」はその見当違いを明らかに
1つは，
するほどの奇妙さはない。 従って， 「雇用者1人当りの資本設備INが実質産出量1単位当りの資
本設備Ixよりも速く増加する限り」とし、う説明は「雇用者1人当りの実質産出量が増加する限り」
という説明以外の何かを意味することであると Weintraubは想定すと〉
この IN>Ixであるときには， P<ktとなり，価格水準Pは低下するであろう。 ヴァイントゥラ
ウプ定理における明示的な状態では雇用労働者1人当りの資本量は通常収穫逓減現象を相殺するよ
うに増加しているO 従って，
価格水準は低いであろう。
hとfがともに不変であり，生活水準が次第に向上しているならば，
このような場合には労働時間の減少と余暇時間の増加を意味し，実質産
出量の増分の速度が遅れることを意味する。 実質投資は資本使用的技術進歩という意味では労働投
入量を減少させるであろう。
逆に， IN<Ixであるときには， P>klとなり， hとJがともに不変である限り，価格水準Pは上
昇するであろう。この場合には人口の増加と労働投入量 Nが実質産出量 X よりも速く増大するか
ら，雇用者1人当りの資本設備INは低下する傾向にあり，実質産出量 1単位当りの資本設備Ixは
本源的には資本設備よりも労働量をより多く投入しなければならないであろう。 従って， 「価格水
準は労働投入量の相対的に過剰な増分に関連した， また，部分的には資本設備の増分によって軽減
された本質的には古典派的な収穫逓減のこの連鎖（concatenation）において予想することとまっ
たく同じことになるであろう。」
Weintraubは最終的な体系の「予測的な適用」の例では限界資本・産出量比率Uは実際には投資
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の限界効率であると仮定していると解釈できるような言葉を用いるが， このことはWeintraubの
結論がどのような理論的妥当性をもっているかということには触れていない。なぜ、ならば，実質貯
蓄あるいは実質投資あるいは限界資本を示すIと実質産出量の増分 .dXがともに消去され， 従っ
I I ¥ て，限界資本・産出量比率 v~＝万）も消去されるからである。
同様な考え方を Weintraubは経済成長と所得分配との相互関係の検討に適用する。 (1G式の
.dX 、 .dC .di 
b＝一一ーを消費財の増分.dCと投資財の増分.diに2分すれば， .dX= .dC + .di，従って， b＝一一＋一一一N'N 
.dC .di 
あるいは， b=bc+b1, be＝ゴv・ b1＝っvーが成立するから，次式が得られる。
b be +b1 
G =klP ＝ー ヲy--P M 
このようにbを区分することは，実質投資の増分 .diが生産過程を一層機械化するために必要な
新しい資本設備や新しい生産手段を意味する場合に重要なことである。 これに対して，実質消費の
増分 .dCは消費財を含み， 消費における実質所得を増加させるものである。一般に労働者（雇用
者〉が賃金所得から貯蓄しないときには （SLニ0, SLは労働者の貯蓄性向〉，実質賃金率と賃金分
配率がともに高い経済における経済成長は消費財の実質産出量を増加させる傾向があるであろう。
経済成長過程において， 労働者の貯蓄性向が高いか，あるいは一般的に所得の移転が資本家に比べ
て労働者に不利であるときには， 労働者の賃金分配率は低下し，その貯蓄は増加するから，労働者
の将来の実質賃金率は上昇するであろう。逆に，労働者の現在の低い貯蓄と高い実質賃金率は将来
の実質賃金率の上昇を阻止することができるであろう。
このようなことを説明するためにWeintraubは次の 2つの極端な場合を取り上げる。
1つは，実質産出量の増分 .dXの全部が消費財である場合（.di=b1 = 0）であり，もう 1つは実
質産出量の増分が全部資本財である場合 (.dC=bc= 0）である。
前者に対しては成長方程式はω式から得られる次式で示される。
c-kp -kl (14) 
この経済の下では消費部門の実質賃金率匂c(＝去）は雇用者1人当りの消矧の増分
I .dC ¥ be~ ＝γ）に比べて大きいから， 財蓄性向が不変である限り，生産資源の一定の絶対量だけがさ
らに投資に充てられるであろう。従って，この場合には実質産出量の成長率Gは将来の期間にわた
1 って小さいであろう。賃金分配率五ーが低下すれば， 実質産出量の成長率は低下するであろう。 こ
のことは興味のあることである。 この点は純粋競争の下で収穫逓減が存在するときには克もなこと
であるが，実質賃金率の低下だけがGを上昇させるように作用するときには， beは低下するであろ
う。
逆に，実質産出量の土自分 .dXが全部投資財である場合には， 現在の実質賃金率はやはり元の水準
に留まるが，将来の実質賃金率は上昇するであろう。この関係はω式から得られる次式で示され
る。
??
? ， ? ?
?? ?
? ?? M 
この経済の下では，投資部門の実質賃金率匂1(=1わが雇用者1人当りの投資財の増分b1に比
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ベて低ければ，資本家は資本設備を直ぐに増大させるであろうから，実質産出量の成長率Gは現在
における方が将来における場合よりも大きくなるであろう。究極的にはこの種の経済では将来の生
活水準を一層高く保てる見通しがたつであろうし， 国民経済の生産資源のうちの大部分は新しい投
資に向けられるであろう。
このようにWeintraubはHarrodの分析にもとづいてヴァイントゥラウプ定理の成長理論的妥当
性を検討するが， とりわけHarrodの分析からは経済成長における価格水準と所得分配の作用経路
を解明してし、る。 Weintraubによれば，問題の定式化は成長変数が貨幣賃金率を特定化することに
よってのみ価格水準と所得分配を決定することができることになるO
さらに，雇用者1人当りの実質産出量の増分を消費財と投資財に2分することは， 例えば， 「高
い貯蓄が……将来の実質賃金率を上昇させることができる」ような経済成長や「経済発展に重要な
何か深遠な含意」をもたせる。この点に特に関連した文献は， JRobinsonの TheAccumulation 
of Cαρital, 1956，であるO この書物ではその点に関する一見して困惑する多くの命題があるが，
Weintraubの解釈はその命題に光明を与えるのに役立っている。それだけに， Robinsonの分析に
もとづくヴァイ γ トワラウプ定理の成長・蓄積理論的妥当性を検討する必要がある。 このことは，
N. Kaldorや D.C. Champernowneの分析の場合にもあてはまることであ。
2. J. Robinsonの分析とヴァイントクラウプ定理
ここでは， Robinsonの (1) 資本の蓄積， (2) イγプレーション障壁および（3) 雇用者1人当
りの資本量と資本・産出量比率に関する命題だけに焦点、を絞って Robinsonの分析にもとづくヴァ
ィγ トヮラウプ定理の成長・蓄積理論的妥当性を検討する。
(1) 資本の蓄積については， RobinsonのTheAccumulation of Cαρital, 1956，の第4章 「資
本と所得」 （“Capital and Income”， pp. 33-40.）と第5章 「消費と投資」 （“Consumption 
and Investment", pp. 41ー 56.）において主要な命題が明示されている。その中でも Robinsonの
有名な命題，すなわち，消費部門の利潤所得は， ① 投資部門の賃金所得に依存し，② 労働者は
その賃金所得を全額支出するとし、う仮定に依存し， ③ 資本家の利潤所得から支出される消費性向
の大きさに依存する，とし、う命題は注目に値する。資本家と労働者の2つの社会階級が存在し，資
本家の平均貯蓄性向scが1であり（従って，資本家の平均消費性向ccがOである。）， 労働者の
平均貯蓄性向SLがOである （従って，労働者の平均消費性向CLは1であるO 〉 という強い仮定に
固執する限り， Robinsonの命題は成立する。 この命題をWeintraubは次式であらわしているO
Z c =Pc X c =c L (Le + LJ 〉十 cR(Rc+Rz) M 
ここで， Zcは消費部門の消費財売上金額， Pcは消費財の価格水準， Xeは消費部門の産出量，
Leは消費部門の賃金所得， Reは、消費部門の利潤所得， CLは労働者の課税前の賃金所得から支出さ
れる消費性向， Lzは投資部門の賃金所得， CRは資本家の課税前の利潤所得から支出される消費性
向， Rzは投資部門の利潤所得であるO
ω式において， 消費財の売上金額Zcは消費部門すなわち消費者が取得した消費部門の賃金所得
と挽資部門の賃金所得との総賃金所得L(=Lc+Lz) から支出された消費財購入量 CL(Lc+Lz) 
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および投資部門において取得された投資部門の利潤所得と消費部門の利潤所得との総利潤所得
R(=Rc +R1）から支出された投・資部門の消費量CR(Rc十RI)によって決定されることになる。
消費財の売上金額は消費者と投資財産業の両方から取得された賃金所得と利潤所得から得られるも
のであるO この Weintraubの議論は暗黙のうちに乗数理論に依存しているO なぜ、ならば，消費需
要は間接的に投資需要に依存し，従って， 投資量が消費財産業（消費部門〉の利潤所得Reを決定
するからであるO
消費部門の利潤所得 Reは消費部門の売上金額 PcXeから消費部門の賃金費用Leを差しヲ［＼，、た
ものに等しいと定義すれば，
PcXc-Lc=Rc 納
(1~ ， (1方式から消費部門の利、潤所得Reは，
Re= (cL -1 ) Le+ CL L1 + CR (Re+ R1〕 M
M式において CL=1 （労働者がその賃金所得を全額消費支出に充てるとき〉， CR= 0 （資本家
はその利潤所得からまったく消費支出に充てないとき〉であるときには，
Re= L1 M 
M式は，特定の仮定 （CL=1, CR= 0）の下では， 消費部門の利潤所得は投資部門の賃金所得
だけであらわされることを意味する。従って， o<cL<lのときには消費部門の利潤所得 Reは
減少するであろうし，逆に CL>Iのときには， Reは増加するで、あろ♂〉
(2) インフレーショ γ障壁について Robinsonは次のように説明する。 「消費部門における賃金
(consumption -wages）に対する投資部門における賃金（investment-wages）の比率がより大き
いことは諸商品の売上金額における賃金額に対する準地代の比率をより大きくさせるO そして，準
地代の分け前がより大きければ， このことは利潤から支出される消費支出をより高い水準へ引き上
げ，このことが順次準地代の分け前をより大きくさせる。 このようにして各企業者は彼の同僚がよ
り多くの投資を行なえば行なうほどますます具合がよくなる。企業者とく全体としての〉レンティ
アーが投資と消費により多く費やせば費やすほど，彼等はより多くの準地代を取得する。 しかし，
賃金額に対する準地代のありとあらゆる最大値の比率には1つの限界がある。 この限界はインフレ
ーション障壁（inflationbarrier）と呼ばれるものによって作られる。貨幣賃金率に比べて消費財
価格がより高いことは労働者の実質消費がより低いことを意味する。実質賃金率の上昇を圧迫しな
いで実質賃金率が低下できる水準には1つの限界があ0(!4）」この Robinsonの主張をWe凶 raubは
消費門部のマーク・アップ率kcの決定要因に関する説明に用いるう〉
kc=(CL 
このω式Uこよれば，消費部門の雇用量恥t する投資部門の雇用量 N1の比率奈；， 2つの消
費性向 CLとCR，利潤所得 R と賃金所得Lの相対的な所得分配率R＇がし、ずれも高ければ高いほ
ど，消費部門のマーク・アップ率 kcは上昇することになるO ことばをかえていえば，消費部門の
賃金分配率去と貨幣賃金率1単位当りの実質賃金率はともに低下するであろうo
労働者の完全雇用に対してインフレーション障壁はどのような関係をもつであろうか。 この点に
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ついて Robinsonは次のように考える。 「労働者（賃金取得者〉が強間に組織され，しかも，非常
に強い購買力意識をもづ場合には， 貨幣賃金率の引上げを求めるfiJえがたい要求はおそらく経済体
系内にかなりの失業者が存在する場合でさえも起ってくるであろう (An irresistible demand for 
higher money-wage rates may set in even when there is a considerable margin of unem-
ployment in the system.）。生計費指数にもとづいて賃金契約を結ぶことが極めて一般的である
とし、う事実は， 実質賃金率が過去に確定された水準よりも低下してはならないという観念が支配的
である証拠であるO この見解が一般的にひろまっているならば，また，労働者の交渉力がこの見解
を強制できるほど強力であるならば， インフレーション障壁は実質賃金率のいかなる水準一一ー最近
経験したことのあるいかなる水準一ーにおいても作られ， この障壁は常に経験される実質賃金率の
水準とともに移動していくことになるO 従って，この障壁は実質賃金率が変化してからーーありと
あらゆる変化が実際に起きてから一一ーその逆転を妨げる歯止めを残していくことになるO 」このよ
うにインフレーショ γ的な価格の変動は完全雇用というインフレーション障壁が作られない場合で
さえも生じるであろうと Robinsonは考えるO この考えの接近方法はどちらかといえば貨幣賃金率
を外生変数とみなした見解に近いもので、ぁ i~7)
Robinsonはその著書， TheAccumulation of Capital, 1956，の第8章 「技術不変の場合の
蓄積」 （“Accumulation with Constant Technique" , pp. 73-84. ）においてもう一度利潤を
消費需要と実質量に関連させている。 Robinsonが第3章および第4章において想定した経済と第
8章において想定した経済とを比較すれば明らかに議論されている経済の内容は異なっているO 例
えば， Robinsonは，技術が不変である場合の資本蓄積に関連して「独占と実質賃金JC“Monopoly
and Real Wages”〉について議論するとき，次の命題，すなわち， 「実質賃金水準は，我々の仮定
では， 資本ストックに対する単位時間当りの比率にただ関連しているだけで、ある」とし、う命題を提
示しているO この命題の「要点は， 2つの経済のうちの一方のベス（Beth）経済においては実質賃
金率が他方のアラフ（Aalph）経済におけるよりも低い（しかも常に低くかった〉という点を除け
ばあらゆる点で2つの経済はまったく同じものであるとみなして比較することができるならば， い
ともたやすく理解することができる。生産技術は両者の経済とも同一であり，貨幣賃金率も両者と
も同一である。そして， 我々は雇用量が両者とも同一である両者のそれぞれの歴史におけるある時
点で両者の経済を把えているO ベス経済では産出量1単位当りの利潤マージンはアラフ経済におけ
るよりも高い。なぜならば，ベス経済の労働組合はアラフ経済におけるよりも弱く， あるいはベス
経済の企業者はアラフ経済におけるよりも独占的であるのか，公正にして適正な利潤マージン水準
とは何かについて両者の経済では異なった概念がひろまっているのかのどちらかの理由があるから
であるO 従って， 価格はアラフ経済におけるよりもベス経済における方が高く，実質賃金率はアラ
フ経済におけるよりもベス経済における方が低し、。総雇用は両者の経済とも同一であるから， 消費
財に対する需要と消費者の産出量の割合はベス経済におけるよりもアラフ経済における方が高く，
また適度な資本設備をもっ消費部門における雇用量はベス経済におけるよりもアラフ経済における
方が低し、。その結果としてアラフ経済ではベス経済におけるよりも投資部門は小さく， 蓄積率と利
潤率は低い0(j9）このように Robinsonは貨幣賃金率と生産性が第3章および第4章において想定し
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た経済と第8章において想定した経済で、は同一で、あると仮定するから， 利潤マージンは一周低くな
り，実質賃金率が上昇するにつれて価格もますます低下するであろうと結論する。 Weintraubはこ
の Robinsonの主張はすべてマーク・アップ率が産出量1単位当りの利潤マージンを示すというヴ
ァイントゥラウプ定理を用いて説明することができると考える。
Robinsonは第9章 「技術進歩」 （“Technical Progress", pp. 85-100.) の叙述におい
て利潤の増加率に関連した「技術進歩率」 （“The Pace of Progress”） について次の命題を提示
している。「技術進歩にもとづく（（雇用者）） 1人当りの産出量の増加が急速であればあるほど， （所
与の雇用量の下では〉実質賃金（（率））の増加はますます速くなるであろうが， 経済の予想している
技術進歩率が急速で、あればあるほど， いつでも実質賃金（（率））の水準はますます低下する。」（（（ ） 
内は筆者。 （ 〉内は原文のまま。〉
このような Robinsonの考えを Weintraubは産出量の成長あるいは所得の成長に拡大すること
によってヴァイントゥラウプ定理を次式であらわすことができると考えるO すなわち，
G b 一一-k lR 位力
LIX LIY 
ここで， G は実質産出量の成長率であり， G=-y=yーであるo bは雇用者1人当りの産出量す
I l ¥ 1 
なわち平均労働生産性Aの成長率， lR( ＝主）は実質賃金率， 7 はマーク・アップ率 h の逆数
L 
であり，総売上金額Yに対する貨幣賃金 Lの比率で示される賃金分配率y を意味するものであ
る。
白方式から， hが一定であれば，次のことが明らかになるO bと fR が同ーの増加率で、変化すると
きに高水準の Gを達成するためには， fR はその低い水準から考慮しなければならない。
Robinsonは技術進歩が存在する場合の長期の資本蓄積に関連して利潤マージンの増加を含む「過
少消費」 （“Under-Consumption”， pp. 92-94.) について議論しているO 資本主義的ルールの
中の「穏やかな形における過少消費は技術的に進歩している経済の繁栄にとってたえず存在する 1
つの脅威であるO ……過少消費が穏やかな形においてのみ存在し， 従って，実質賃金率が多少とも
上昇しているが， 経済を十分拡張させるほど上昇しない場合には，労働時間を短縮させるという修
正案がおそらく実施されるであろう。労働者1人の 1時間当りの賃金は上昇しているが，仕事探し
が困難になっている場合には， 労働者は家族当りの実質所得を減少させずに労働時間の短縮を首尾
よく獲得して，失業を余暇に変えさせ， 物理的な消費を増加させずにその生活水準を首尾よく改善
することができるであろう。」 この Robinsonの議論は十分にヴァイントヮラウプ定理と両立する
ものであると Weintraubは考える。 なぜ、ならば， このことはマーク・アップ率hの極端な上昇を
意味し， あるいは所得が賃金所得から利潤所得へ移転することを意味すると Weintraubは考える
からである。
(3) 雇用者1人当りの資本量と資本・産出量比率という概念を用いてヴァイントゥラウプ定理の
もう 1つの形式を検討することができるO
この形式のヴァイ γ トヮラウプ定理は， Robinsonの議論の他の見解を明らかにすることができ
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kl x 
るO ヴァイントゥラウプ定理を示すWCM式 P＝五十に（5）式の A=Nを用いて分母子に資本量K
を乗じれば，
K 
NK X Kx 
P=kl玄K=kl一玄一＝kl玄万 ω 
N 
I K¥ 
ここで， Kx(=f）は資本・産出量比率すなわち資本係数， KN~ =N）は雇用者1人当りの資
本量すなわち資本装備率， Pは価格水準， hはマーク・アップ率， fは貨幣賃金率，である。
ヴアイントゥラウプ定理は実質賃金率fRを用いてω式を書き換えることができる。
lR ＝長 ω
(23）式は次のことを意味する。第1に， (23）式はlR,KN, Kxおよびhに関する自明の相互関係を
1 KN . 
あらわし， f Rは賃金分配率万に比例し，玄三に比例するo第2に， Robmsonは一般に実質賃金
率の上昇による利潤分配率の低下が大きな機械化の程度とし、う手段によって利潤分配率の低下を回
復する企業者（資本家〉側の力強い積極的な努力をもたらせると議論すよう〉この議論のように，実
質賃金率fRの上昇が労働節約的な資本設備を設置する動機となるO 従って， KNはfRの函数とな
り， KN=f (lR）で示すことができるO すなわち，機械化は実質賃金率が資本設備の利用可能な量
とこれに関連した実質賃金率そのものの函数であるO Robinsonの説明によれば， 所与の事情の下
で平均労働生産性Aが資本設備量KUこ依存することを認めていないような印象を与えるとしても，
Robinsonの議論は論争するまでもなく明白であると Weintraubは考えるO
邸）式によれば， マーク・アップ率hが低下し， 実質賃金率fRが上昇すれば， hはKxの低下か
KNの上昇かのどちらかによって元の水準に戻るにすぎない。 KNが技術的理由で変化すれば， KN
の上昇だけが利潤分配率を元の水準に戻らせることができる。同様に，資本単純化を含む技術進歩
を通じて Kxを低下させる可能性ははっきり認めることができる。 このことはまた，利潤分配率を
低下させずに実質賃金率を上昇させることができることを意味する。新しい発明と技術革新はより
高い資本・産出量比率を意味する生産物の出現を速めるが， 新しい発明と技術革新を相殺する要因
がマーク・アップ率hあるいは雇用者1人当りの資本量KNにおいて生じない限り，元の水準に比
べて実質賃金率を低下させるであろう。
Robinsonの重要な考えは，平均労働生産性Aと同じ成長率で上昇する実質賃金率fRについて示
されているで〉このことはマーク・アップ率hが一定であるときにのみ生じるo すなわち，
l l A 1 X 
R＝子ア＝五一＝k ゴv (24) 
さらに倒あるいはω式を書き換えれば，
n. !"!__ (25) Kx=k lR 
1 この倒式は，① 賃金分配率k’② 実質賃金率 fR，③ 雇用者1人当りの資本量KNを用い
た実質産出量1単位当りの資本量Kxの構成要素をあらわしているO
雇用者1人当りの産出量が不変であるような恒常成長率で産出量と労働力がともに増加するため
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には，次式が成立しなければならない。
M=k lR (26) 
L1X 
ここで， Mは労働の限界生産力であり， M ＝五万であるO 従って， (26）式においてhと々がと
もに一定であれば，（却，側式によって M は労働の平均生産力すなわち平均労働生産性Aに等しく
ならなければならない。
倒あるいは白3）式はまた次式のように書き換えることができるO
KN=k lRKx ~幼
このようにしてRobinsonは既述の意味の 2つの経済を同ーの実質資本比率（real-capital-ratio)
で比較するo この比率をR仙 S川実質賃金所得制に対する実質資本の価値 Kの比率示で
定義する ー互の分母子にXを乗じてω式を用いれば， hKxが得られるO その比較において， 2
0 !RN 
且 Xつの経済のうち優位にある経済の実質賃金率fRは雇用者1人当りの産出旦 }Iすなわち平均労働
生産性Aと同ーの比率で上昇し，雇用者1人当りの資本量KNはAと同一の比率で上昇していく
が， 賃金所得と利潤所得との相対的な所得分配率は2つの経済では等しくなることを Robinsonは
議論する。
実質資本比率が hKx tこ等しいことを考慮すれば，また，実質賃金率が既述の意味の 2つの経済
において異なれば，雇用者1人当りの資本量KNは同じ程度で異ならなければならない。この意味
において， Robinsonは閉式を用いて「機械化の増進は利潤率の低下と実質賃金率の上昇に結びつ
いている」という命題を明らかにしている。この命題について Robinsonは次のように説明する。
「実質賃金率を上昇させる傾向があるのは蓄積それ自体であるが， 利潤率の低下〈これは蓄積が機
械化の余地のないところで続いたならば生じるあろう。〉を阻止するのは機械化であるという事実
を我々の議論は明らかにする。」 このことは（幼式あるいはその変形式仰と聞を用いて解釈すること
ができるO 邸）式に投資量Iを乗じてその構成要素に対して Kxを変形すれば，
l KNfK R＝~ 倒
この倒式によれば，実質賃金率fRは資本蓄積率吋＝去）に依存する0 sは貯蓄率であるo資本
蓄積率の上昇は，他の事情が不変であれば，実質賃金率 fR を上昇させなければならなし、。マーク
・アップ率hが低下すれば，実質賃金率は上昇し，利潤分配率は低下するであろう。マーク・アッ
プ率hが資本蓄積率fK の上昇につれて低下すれば＼ 高い水準の雇用者1人当りの資本量KNだけ
がさらに実質賃金率を押し上げずにhを上昇させることができるO 高い水準の KNで具体化された
機械化は， hの低下を阻止し，その値を大きくすることができる。
このような点についてRobinsonは「重要なことは産出量1単位当りの資本の価値と雇用者1人
当りの資本の価値とをしっかりと区別することであるO 技術的に進歩している経済では雇用者1人
当りの資本量は恒常的に増加しているのに産出量1単位当りの資本量は多かれ少なかれ長期間にわ
たって一定であることが予想される」と考えるO この考えは邸）式で具体化されたヴァイントクラウ
プ定理の重要性を強調するものであるO
このようなRobinsonの分析を通じて Weintraubは倒式こそヴァイントヮラウプ定理の構成要素
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の相互関係を明らかにしている式であると考える。
2. N. Kaldorの分析とヴァイントゥラウプ定理
Kaldorはその成長モデルにおいて「資本主義経済における成長過程の性格に関連した納得のゆ
くモデ、ルは最近の経験的な調査によって明らかにされた注目すべき歴史的な不変性を説明しなけれ
ばならな崎）と述べるo Ka伽は図示的に賃金所得と利潤所得との相対的な所得分配率の不変性
を指摘し， 雇用者1人当りの資本量が平均生産物とともに上昇しているときには， 2つの比率はと
かく同じものになりがちであると説明する。しカ込し， Kaldorは資本．産出量比率が一定で、あること
を仮定するO このことt土白s
書き，（幼式カ、らklR=Aと書けば，また， AがKNと同ーの比率で変化すれば， Avこは一定値のKxが
含まれるであろうからである。あるいは， hが一定であるときに，実質賃金率がKxと比例して変化
すれば， Avこはやはり一定値のKxが含まれるであろうからである。これらの相互関係の基礎を考察
する場合に， KaldorはそのことがKaldorモデ、ルの長所で、あることを指摘する。 「資本・産出量比
率や利潤分配率や利潤率の不変性はモデ、ルの体系において作用する内生的要因の結果であってたん
に何かの要因が合致した結果ではないことを示すことがで、きるう〉からで、あるO
邸）式と（28）式の結び、っきはKaldorの掲げ、た相互関係の自明のつながり， それも少なくとも不変性
の議論にとって重要なつながりを示していると Weintraubは考えるO
Kaldorは経験的な調査結果として得られる相対的な所得分配率の「不変性」を説明するための
方法を示しているO しかし，その「不変性」の究極的な決定要因を示すことは困難である。 Kaldor
は実質賃金率が上昇しない理由として資本・産出量比率の上昇に注目する。 このことはまた邸）式の
説明から明らかになることである。
Kaldorは「経済成長とインフレーショ γ」について分析しているが， 次の議論の視点から極め
て重要な評言を加えるO すなわち， 「インフレーションに関する諸見解を競合させるというごたご
たの中で、はインフレーション過程において貨幣賃金率の上昇率が果たす主要な役割について経済学
者の聞に相当な不一致があることは尤もなことである。貨幣賃金率の持続的な上昇がなければ，イ
ンフレーションは早晩1つの過程として進行することはできないであろう。一ーなぜ、ならば，価格
が上昇している経済にどのような力が生じようとも， その力は本来価格を上昇させる超過需要を除
去するのに役立つ価格を一度だけ上昇させることがで、きたにすぎないからである。貨幣的需要の増
加，従って，一般に所得の増加率を支配するのは貨幣賃金率の増加である。賃金分配率が何らかの
影響を受けるならば， 貨幣賃金率の上昇率は殆ど生じないことも一般に認められる。」そうである
とすれば， そのことは程度の差こそあれヴァイントクラウプ定理の構成要素の相互関係とぴったり
あてはまると Weintraubは考える。 Weintraubは，例えば，貨幣供給よりもむしろ貨幣賃金率の
主要な役割について経済学者の聞に見解の不一致があるという Kaldorの評価については過度に楽
観的な見解であると考える。
Kaldorの説明には， 生産性という要因の説明がなく， また，貨幣賃金率の上昇がなければ，価
格は「超過需要」のためにどのように上昇するかとしづ説明があいまいである。すなわち，貨幣賃
金率が一定であれば，このことはマーク・アップ率hの上昇か平均労働生産性Aの低下かのどちら
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かを意味しなければならない。 Kaldorが言及していない平均労働生産性の低下のことはマーク・
アップ卒の土昇を；意味しなければならない。 しかし， Kaldorは既にマーク・アップ率hあるいは
1 -. その逆数である賃金分配率万が「不変」であることを議論しているO この「不変性」を指摘するの
に Kaldorは賃金分配率の概念として国民所得に占める賃金所得の比率を用いる。 これに対して，
Weintraubは賃金分配率の概念として粗企業生産物（grossbusiness product）に占める賃金所得の
比率を用いるから，賃金分配率の不変性にWeintraubは疑問をもっているO
このような Kaldorの分析を通じて Weintraubはヴァイントヮラウプ定理とマークアップ率hに
関する事実から超過需要のことも価格上昇のことも説明しにくいことであると指摘する。それにし
ても貨幣賃金率を戦｜略的変数とみなすかどうかについて僅かに見解の相違があるものの Kaldorの
見解はWeintraubの見解と類似しているO
3. D. C. Champernowneの分析とヴァイントゥラウプ定理
実質賃金率の形式で示された場合のヴァイントゥラウプ定理がどのような重要性をもっているか
は， Champernowneの見語；Lよつて確カミめることができるO Champernowr 
される資本家の貯蓄性向と賃金所得カミらなされる労働者の貯蓄性向がともに一定で、あるときに中立
的技術進歩率と人口増加率がともに一定で、あれば， 資本成長率を伴う勤学的均衡をもたらせるであ
ろうから，利潤分配率も資本利潤率も一定になるであろうと考える。また， Champernowneは技術
進歩において労働節約的偏奇が存在すれば， この効果は勤学的均衡における生産性の成長率を低下
させなければならないし， 逆に資本節約的偏奇の効果は生産性の成長率を上昇させなければならな
いから，所得の分配はしばしば利潤の方に有利に移転するであろうと考えるO
このような Champernowneの分析を通じて Weintraubはこの Champernowneの成長理論に関
KN K X 。 （56)
する重要な考えもまた A＝玄玄＝－Nxvこ関連して邸）式から推論することかできると考えるO なぜ
ならば，資本係数Kxの値が小さくなるにつれて平均労働生産性A と雇用者1人当りの資本量KN
の値はともに大きくなるからであるO
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一一完全競争の場合一一
この節では微視経済的観点から価格理論におけるヴァイントヮラウプ定理の理論的妥当性を検討
する。 この場合，完全競争の場合と不完全競争の場合に大別して順次検討するが，まず最初にこの
節では完全競争の場合を取り挙げて， 利潤極大化原理と収穫法則が妥当するときのヴァイントゥラ
ウプ定理について検討する。
完全競争の場合には，超過利潤が極大となる価格は価格Pが限界貿用去に等しいときに決定さ
れる。
P=-k- 白9
ここで， fは貨幣賃金率， Mは労働の限界生産力であるO この式では賃金費用は唯一の可変費用
である。
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ヴアイントクラウプ定理によれば， 価格Pは産出量 1単位当りの平均賃金費用去のh倍であ
るから，次式が得られる。
P＝寸 ο
ここで、， マーク・アップ率hは資本家にとっては異なる値をとることのできる一定の値であり，
このhを価格水準の「魔法の一定値」“magicconstant，，と名づけてい立）倒式と（拭のPは同じ
ものでなければならないから，次式が成立するo
l l 
M=kA 側
この式からマーク・アップ率hを求めれば，
k＝金 制
A 
伽）式によれば， 労働の限界生産力Mに対する労働の平均生産力Aの比率五子は一定でなければ
ならないことになるO 従って， 2つの価格設定方式倒と（1）から同じ結論を導くことができるO これ
に対応して，限界費用曲線と平均費用曲線のそれぞれの形状も成立する。
このような完全競争の場合の仮定は通常のS字型の総費用曲線のときにはあてはまらないもので
ある。倒式が満たされるならば，限界費用曲線と平均費用曲線は特別の生産函数，とりわけ生産要
素の労働（力〉だけが可変的要素であるときの最も単純な次の Cobb-Douglas型の巨視的生産函数
にもとづかなければならなし、。
X＝αNα 1＞α＞o (32) 
この場合には， A＝長＝aNa-I
られる。
dX 日 1
M＝万万＝aN.,. L であるから， ω：式によって次式が得
k A 1 －一一一-M－α (3) 
この倒式においては， 1＞α＞oであるから， k>lでなければならなし、。このことは，
Weintraubによれば， 「……収穫逓減状態が作用している限り，労働の限界生産力は労働の平均生
産力よりも下回るであろう。従って， M<Aとなる。これに対して，限界賃金費用は平均賃金費用
よりも上回るであろう。 これにもとづいて，価格の純粋競争の下では我々の価格水準方程式におけ
るhの値は経済のどこにおいても何らかの独占価格を設定しなくても 1を上回わる値になるであろ
うということが予想されるであろう。」従って， Cobb-Douglas型生産函数ωを用いて限界費用曲
線MCが平均費用曲線ACのh倍であらわされることを証明することができる。
第1図において，例えば， 価格がP1であるとすれば， この価格は条件倒と（1）をともに満たして
いる。それでもなおこのことから完全競争モデ、ルで、はヴァイントゥラウプ定理を用いて議論するこ
とは無意味なことであるO
なぜ、ならば，少なくとも次の2つのことが注目されるからである。
第1に，ヴァイントゥラウプ定理は， 資本家が少なくともある特定の範囲内でその価格を独立的
に設定することができることを意味する。完全競争の場合には，供給者としての資本家は産出量の
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反応者として行動しなければらならない。市場価格は資本家にとっては与件であり，一定である。
供給者がその価格を，例えば， P2の市場価格よりも上方へ上昇させようとすれば，この供給者の販
売量は減少するであろう。 ことばをかえていえば，この供給者が対象とする需要曲線は支配的な市
場価格の下では無限に弾力的であり， X軸に水平な形状で示されることは周知のことである。
第2vこ， 資本家が市場価格P1を与件とみなせば， 資本家はヴァイントヮラウプ定理を用いて産
出量1単位当りの平均賃金費用が価格にどれだけの割合を占めるかを確かめることができるし， ま
た，資本家はヴァイントヮラウプ定理が価格設定にとって過剰であることを確かめることができ
る。
一C dC 
.L,X,dX 
P2 
P1 
。
X1 X2 
dC l l 
MC：一一一一＝k一dX -M A 
. C _ l 
AC －一一. X A 
x 
第 1 図
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一一一不完全競争の場合一一
この節では不完全競争の場合， 特に 1. 独占の場合と 2. フル・コスト原理が作用する場合を
検討する。
1. 独占の場合
前節の場合とは異なり，完全競争の仮定をはずし その代りに生産物市場における独占の場合を
想定すれば，独占利潤が極大となる価格PMに対応するクールノーの定理が得られる。
PM=, M 
. ( 1ー士）
(34) 
ここで， εは需要の価格弾力性である。
独占者の供給曲線には限界費用曲線に関して倒）式の右辺の値が存在する。形式的には独占者の供
給曲線は産出量 1単位当りの平均賃金費用曲線のh倍であらわされる一義的な関係を設定すること
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はできなし、。それにも拘わらず資本家が独占価格をヴァイ γ トクラウプ定理によって算定すれば，
資本家は利潤極大のときの価格を試行錯誤の行動でしか手探りすることができなくなるO
独占の場合において独占利潤の極大値を平均費用に関する計算方式を用いて求める場合には， 限
界費用の計算方式のような優れた方法で、みつけることはできなし、。
2. フル・コスト原理の場合
収穫法則，利潤極大化原理，限界原理などの伝統的な価格理論の仮定は，既に1930年代に R.L. 
Hallと C.J. Hitchが問題視し， 1940年代には T.Scitovsky, F. Machlupなどが問題にし，
1950年代には新しく管理価格の諸現象に関する G.C. Means, G. Ackleyなどの議論があらわ
れ，今日まで多くの文献で議論されている。
フル・コスト原理の場合には， 市場形態、は不完全競争であるとしづ仮定が必要であり，この考察
の中心には平均費用が存在する。 フル・コスト原理の基礎は少なくとも次の 4つの点から成り立っ
ている。第uこ，需要函数は，除外されるか，それとも価格形成に対する需要函数の意義は大きく
限定されている。第2に， 限界概念， 例えば， 限界費用， 限界利潤，限界売上金額などは除外さ
れているO 第3に，価格は平均費用＋粗マーク・ア～ツプ率としづ基本式にもとづいて決定される。
第4に，利潤極大化は多くのありとあらゆる目的設定の 1つであるとみなされるにすぎなし、。 さら
に，資本家にとっては収穫法則は産業部門では成り立たないから， フル・コスト原理の代弁者は収
穫法則にもとづく総費用曲線を否認する。その代り，フル・コスト原理の代弁者は少なくとも次の
2つの二者択一的な方法で考えている。
1つは，総費用曲線（ここでは直線状である。） TC が第2図のように生産能力の技術的限界
I dC ¥ 
Xmaxiで、は直線状に上昇する場合の方法で、ある。従って，限界費用MC＼＝万）は一定で、あり，平
均費用に等しいが，生産物の総費用曲線TCは第3図のように右下りの形状で示される。
TC TC, 
AC, 
＼＼ 
c d豆＝MCAc:x=dx 
x x 。Xmαz 。
第 2 図 守P亀（~ 3 図
もう 1つは，総71（用曲線TCが資木設備の利用度約40%と約85%の問の範囲X40～Xssにわたって
U字形の形状で描かれるが， この曲線は産出量Xssから資本設備の技術的限界Xmaxまで逓増的に t
昇する。資本設備の約85%の利用度Xssまで限界費用は平均費用に等しく， Xssよりも高い資本設
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この図の作
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備の利用度のときには，限界費用曲線MCは平均費用曲線の上方に存在する（第4図〉。
, , Tradi tionelle und moderne Kostenkurven“， 図は， Natzmer,
Nationalぬono例 ie,Bd. 21, 1961, s. 83, 
von, H. 
第5図も同様にの第16図の下図にもとづいている。
総費用曲線は低い雇用量水準では考慮されていないから，第
5図のように約40%の資本利用度X40のときに初めて存在するようになると考えられる。
第 5 図の総費用曲線TC に対する接線の交点Qにおいて決定される産出量 x~ は，
その第16図の上図にもとづいている。
第4図の総弘5
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図5 
?
図4 
! dC ¥ -'-用曲線TC と限界費用曲線 MC（＝万）との父点Q＇ において決定される産出量 x~ に対応するも
のである。第5図の総費用曲線TCは次の3つの！特色をもっている。第Hこ，
資本設備の利用度Xssまでは右上りの直線で描かれるとい
この曲線はある特定
の資本設備の利用度X40からはじまり，
うことである。第2に，この範囲内（X40～Xss）ではTC曲線は変曲点をもたないわけであり，限界
費用曲線MCの最低点（最小値〉は存在しないということである。第3に，このTC曲線から導かれ
る平均費用曲線ACと限界費用曲線MCはし、ずれも総費用曲線TCが存在する範囲（X40～Xmax）内
このような意味においては，第5図の総費用曲線は通常の
これらのことが伝統的な総費用曲線の分析
でしか存在できないということである。
S字型の総費用曲線の形状になっていないわけである。
とは根本的に異なっている点である。
フル・コスト原理とヴァイントヮラウプ定理の相互関係について
平均費用曲線の形状がU字形であるとき
平均費用曲線の形
このようなことを前提として，
少なくとも次の3つの視点から検討する。すなわち，（1)
のヴァイントヮラウプ定理はどのような価格理論的妥当性をもっているか， (2) 
状が直線であるときのヴァイントゥラウプ定理はどのような価格理論的妥当性をもっているか，
ヴァイントクラウプ定理の 1つの構成要素であるマーク・アップ率の上昇が価格水準にどのよ(3) 
という視点から検討する。
U字形の平均費用曲線とヴァイントゥラウプ定理との相互関係
平均的用曲線については収穫法則に依拠する場合を取り上げている。
うな影響を与えるか，
、 、 ? ， ， ，??， ，?、 、
不完全競争市場では資本家
はフル・コスト原理を用いて価格を設定するかもしれなし、。 ヴァイントゥラウプ定理を適用する際
産出量 1単位当りの平均賃金費用十まこの費用とマーク・アップ率hとの積寸で、あらわtこは：，
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固定費用のような性質をもっ他の可変費用で補償されるものでこのマーク・アップ率は，される。
ヴァイン
トワラウプ定理を示すWCM式（WageCost Mark-up式〉は既述の記号で変形することができるO
k>lであるから， hはk=l+rで書き換えることができるO このことは，産出量1単位当りの
平均賃金費用が十分な水準で補償され，利潤マーク・アップ率rを含む他の費用構成が産出量 1単
位当りの平均賃金費用であらわされることを意味する。フル・コスト原理による価格Ptを設定す
あるが，あらかじめ資本家が「適正な」純利潤の取得を意図して決定されるものであるO
この函数は次式で示すことができる。る価格函数をフル・コスト価格函数と名づければ，
め＝去c1 ＋ο＝寸 (35) 
l l この函数を図解すれば，第 6 図のように産出量 1 単位当りの平均賃金費用互に－~：；rr を加えたも
;1li ( 1 ＋γ）＝kj 
:tJi r 
付＝AC
X叩，aぉ
ので示すことができる。
lf,AC 
* R I 
D 
??
??
?
? x 
。
図6 第
フル・コスト価格函数倒と需要曲線DDとの交点は均衡価格Pjと均衡販売量X持を決定する。
ヴァイントヮラウプ定理によって価格を設定することはフル・コスト原理を前提している従って，
ことになる。
資本家は独占価格をヴァイントクラウプ定理にもとづくこの図解によれば，独占市場において，
限界原理を用いて形成することができなくなるO
直線状の平均費用曲線とヴァイントクラウプ定理との相互関係
平均費用曲線の形状が直線であると仮定すれば，この場合の結論を得ることがで、きど？
第7図のように，フル・コスト価格函数は産出量1単位当りの平均賃金費用曲線奇こ平行に去r
(2) 
だけ上方に移動する。すなわち，次式が成立する。
Pp＝去c1 ＋ρ＝サ 。
第7図を用いて産出量1単位当りの平均賃金費用にもとづいてマーク・アップ率rを算定するこ
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とはクールノーの点 B，すなわち，利潤極大が実現する点を導くことができることを意味する。第
s. 268，の第129図にもとづ7図の作図は， Ott,A. E., Grundzuge der Preistheorie, 1968, 
この選び方
いている。第8図，第9図についても同様である。
マーク・アップ率rに対してはもちろんまったく特定の値を選ばなければならなし、。
は次のように考えることがで、きと〉ヴァイントクラウプ定理にもとづく供給価格は側式から得られ
J;,AC 
る。
パ（1十分＝kj
Liγ 
lヘオ＝AC==MC
Xmax 
D 
? ? ? 。 ?
x XB 。
図7 第
(36）式から，
。7)
納式において， 平均費用曲線の形状が直線であれば，産出量1単位当りの平均賃金費用は限界費
用に等しくなる。すなわち，一元＝AC=MCとなる。
不完全競争における利潤極大化行動の下では限界費用が限界収入に等しいとし、う条件が満たされ
納式はAmoroso-Robinsonの関係式を用いて次式のように書き換えるこ
l l 
PF-rif=A 
(38) 
なければならないから，
PF-r去＝PF(1 -+) 
この式の左辺は限界費用をあらわし，
とができる。
この式からマーク・ア右辺は限界収入をあらわしているO
フル・コスト原理の下で利潤の極大値を得ることができるO
1 PF PT?A 
r＝τl 一＝つ「
A 
ップ率rを求めれば，
(39) 
フノレ・コストマーク・アップ率 rは需要の価格弾力性ε，平均労働生産性 A,
Pp，貨幣賃金率 fいかんによって決定されることになる。
倒式によれば，
ー ?
?
x 
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図
ヴァイ γ トクラウプ定理の構成要素の 1つであるマーク・アップ率と価格水準との相互関係
マーク・アップ率hを集計問題は考慮しないで経済全体に移行し， 貨幣賃金率の上昇あるいはマ
ーク・アップ率hの上昇が価格水準にどのような影響を与えるかを検討する。
まず最初に，第8図において産出量1単位当りの平均賃金費用の変化について検討する。
均衡状態E1は所与であると仮定する。例えば， 労働組合が価格水準を首尾よく上昇させること
ができるならば， まに平均労働生産性Aが不変であれば，産出量1単位当りの平均賃金費用去
l I l ¥ が上昇するo 平均賃金費用曲線石は貨幣賃金率の増分 Lilによって~＼=--;r;+Lll）へ移動し，価
格水準はマーク・アップ率hによって P｝から Pj;.へ上昇する。この価格水準P｝が所与の産出量
8 第
(3) 
I j==AC(==MC) 
Xmαz 
I k2互
: k1
I )i : 
Di 
Di 
]},AC 
Pi 
p: 
x 
Di 
X2 X1 
第 図9 
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と所与の雇用量の下で実現するかどうかは， 集計的需要量と中央銀行の貨幣政策に依存する。貨幣
供給量が弾力的であれば， 所得取得者の消費性向はその支出増大の範囲を決定する。貨幣賃金率 J
の上昇が需要曲線を DiD1からD2D2ヘ移動させるときに限り，生産は制限されず，失業は生じな
いであろう。
一般にマーク・アップ原理は資本家と労働者との問の所得分配を変化させずにこの分配状態が存
在できるようなインフレーション過程を生み出すであろう。
次に，第9図においてマーク・アップ率hの変化について検討する。
マーク・アップ率hは，価格のすべての非賃金費用の構成要因を含むし， その上巨視的経済の独
占度をあらわす指標とみなすことがで、きど了ここで、は事前的な産出量の予想利潤の増加につれてマ
ーク・アップ率の変化がどのように作用するかを明らかにしなければならない。例えば，その利潤
が変われば，資本家は大きな内部留保を取得しようとするから， 資本家は投下した資本の利子を；増
加させるという結論が得られる0）マーク・アップ率がんからんへ上昇すれば，価格水準はP1か
らp｝；.へ上昇する。 この場合には貨幣的総需要は産出量と雇用量の減退を阻止する範囲内でおそら
く増加するであろう。 また，価格水準が上昇し，賃金所得が不変であるときには，労働の需要量は
減少するであろう。 この需要量の減少は確かに資本家の追加的な需要増大があっても十分な水準で
補償することはできなし、。この結果は第9図のように産出量が X1からX2に減少し，需要量が減
少する。 この種のインフレーショ γ過程は失業の増大と販売量の減少に対処する資本家の価格政策
が効を奏するまでかなり長期間にわたって進行するであろう。
v ヴァイントゥラウプ定理と
ヴァイントヮラウプの総供給・総需要体系
この節では， 微視経済的観点と巨視経済的観点を総合した観点からヴァイントクラウプ定理とこ
れを明示的に用いた資本家の価格政策がヴァイントゥラウプの総供給・総需要体系に適合するかど
うかという問題を検討する。
ヴァイントゥラウプ定理の総供給・総需要体系は収穫法則と利潤極大化原理の仮定にもとづき，
従って，限界分析にもとづいているが， ヴァイントヮラウプ定理の理論ではもっぱら平均概念で扱
われている。 Weintraubはヴァイントヮラウプ定理が限界分析による価格設定ともフル・コスト原
理による価格設定とも合致すると考える。すなわち， 「価格設定と利潤極大化に関する限界分析が
十分になされた後で， 価格は産出量1単位当りの賃用費用 (unit wage cost）を上回るようにな
るO この括離はそのまま hの大きさを組成する。企業は適正利潤あるいは正常利潤だけを求めると
いう仮説に好都合な利潤極大化論を放棄するというフル・コスト原理の平均分析に対しては， hの
意味はまったくより明確でより一層明白な意義をもっているO つまり， hの値は企業が1単位当り
のしかも全体として満足すべき利潤水準であるとみなすものを生み出す産出量1単位当りの賃金費
用を上回る価格のマーク・アップ率になるにすぎなし、。」 この意味において，ヴァイ γ トゥラウプ
の価格水準決定式がヴァイントゥラウプの総供給・総需要体系に適合するかどうか， また適合する
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とすれば，どの程度適合するかを問題にしなければならない。
その前にWeintraubの分配理論を検討した際に用いた仮定，すなわち，封鎖体系において Wei-
ntraubの総供給・総需要体系が導かれる仮定をここでもう 1度書き出さなければならなし、。①生
産要素の労働（力〉は同質である。② 資本ストックは所与であるO ③貨幣賃金率を含む要素価
格は所与であるO ④ 生産函数は一次同次であるO ⑤ 各企業は完全に統合される。すなわち，中
間生産物は除外される。⑥ 資本家は完全競争の下で利潤極大化を追求する。
巨視的経済の総供給函数を決定するためには， 各産業の供給函数も個別企業に対する総売上金額
の分配も各雇用水準で決定されなければならなし、。各産業の雇用量は， Weintraub の仮定によれ
ば，ある特定の巨視的な雇用量を意味し， この巨視的な雇用量または所得に依存した個別産業の需
要曲線の形状を決定するから，各産業の需要函数は産業全体の需要函数にも依存する。
このようなWeintraubの総供給・総需要体系の仮定とその特色を考慮し，平均費用曲線とヴァイ
ントゥラウプ定理との相互関係について次の2つの視点から検討する。すなわち，（1) 平均費用曲
線の形状が利潤極大化原理と収穫法則にもとづくときのヴァイントゥラウプ定理はどのような価格
理論的妥当性をもっているか， (2) 平均費用にもとづく粗マーク・アップ率が存在するときのヴァ
ィγ トヮラウプ定理はどのような価格理論的妥当性をもっているか，という視点から検討する。
(1) 利潤極大化原理と収穫法則にもとづく平均費用曲線とヴァイントヮラウプ定理との相互関係
① まず，完全競争の場合には， 供給者としての資本家は価格支配力をもたず完全競争市場価格
に影響を与えることができないから， 供給者は産出量の反応者として行動しなければならなし、。従
って，ヴァイ γ トウラウプ定理の意味における価格設定は除外することができる。 ことばをかえて
いえば，総供給函数はこのような方法で形成することはできない。 さらに，供給者としての資本家
dC 
が産出量の反応者として利潤極大化条件 P＝万玄に即応して行動すれば， 総供給函数の導出はむ
つかしいことではない。
② 次に，独占の場合には， ヴァイントクラウプ定理にもとづいて，従って，平均費用に関する
計算方式を用いて独占者の供給函数を形成することはできなし、。 この意味において，この独占の場
合にはヴァイントゥラウプ定理は Weintraubの総供給・総需要体系に対して適合しないことにな
る。
(2) 平均費用にもとづく粗マーク・アップ率とヴァイ γ トクラウプ定理との相互関係
① 平均費用曲線の形状がU字形であるとき。
産業全体の需要函数Dとその供給曲線Zはマーク・アップ原理の場合には次のようにして導くこ
とれ~ ~（：1)第10図におけるように，所与のフル・コスト価格函数P＝す C 1 +r) =k士の下
では当該産業の資本家は，例えば，資本家が予想する推測的価格・販売量函数nrvこ対比させるで
あろう。この推測的価格・販売量函数に従って資本家は価格水準 P1と産出量xrを提供するO こ
の場合，資本家の売上金額zrはP1Xfである。この売上金額は， Weintraubの用語では，産出量
xrを生産するために必要な雇用量を資本家に需要させるのに必要な最小の予想売上金額をあらわ
しているO この売上金額を与える推測的価格・販売量函数は消費者としての買手が計画する需要函
w 数Dfに対比することができるものである。価格は P1のとき，産出量 X1が需要されるのはDf
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w w のときであるO すなわち，買手が意図した支出は D1= P1X1であるO 超過需要D1-Z1は資本
家の推測的価格・販売量函数の移動に当然影響を与える。 この移動の過程は買手の計画が売手であ
る資本家の計画と一致するとき，すなわち，第10図の点Hにおいて終ることになるO 第10図のHH'
線は「需要・支出曲線」 (demand-o凶lay-curve）～あるO そのような過程が実現するのは，資本
家が所与のマーク・アップ率hの下でその販売量の極大化を意図する場合だけであるO その他の場
合には，資本家は，例えば，価格水準P2と産出量xrのときには反応しないであろう。従って，
この場合には不均衡が生じるであろう。
。 x 
P,AC 
?
??
次に，第10図において二者択一的な総供給函数と総需要函数の値を雇用量Nに依存させて示すな
らば，産業の総供給曲線Zと産業の総需要曲線Dの周知の形状が得られる。これらの曲線に対応す
る巨視的な供給函数と巨視的な需要函数はどちらも微視的な供給函数と微視的な需要函数を集計し
て得ることができるO しかも，雇用量と所得の増加につれて，所得に依存した需要函数の上昇は小
さくなるから，安定的な所得と雇用の均衡（incom日 mploym削叩仙rium）が成立すぷ3）なぜ、
ならば，価格水準が上昇するときには， レンティアー（固定所得取得者〉がその実質消費を維持で
きなし、からであり， また，資本家と労働者のそれぞれの事・前的な貯蓄がそれぞれの所得の増加につ
れて増加し，負の貯蓄が減少するからで、あと〕
(2) 平均費用曲線の形状が直線であるとき。
第11図において，資本家が価格水準P1を設定すれば， 資本家は資本設備の利用度が約40%～約
85%のときの重要な生産領域において少なくとも資本家の最小の予想売上金額に対応する産出量を
販売しようと意図するであろb7!)
いま，資本家がマーク・アップ原理を用いて価格水準をP1に決定し，産出量xrを生産すれば，
資本家の最小の予想売上金額zrはP1xruこ等しい。
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第 11 図
第11図において需要曲線がDfの左側に存在すれば（この場合，マーク・アップ率， 従って，価
格水準が低下するという二者択一は仮定によって除外する。》，資本家は生産を開始する。産出量
xrのときに投入された雇用量はある特定の産業の需要曲線， 例えば， Dfのときに生じるもので
ある。価格水準がP1のとき，消費者としての買手はその支出をDr'=P1Xr'の水準で、計画するわ
けである。資本家が超過需要Dr'-zrを次期において満足させようとすれば， 従って，価格水準
P1で産出量 xjl'( = Xf + L1X）を供給しようとすれば，資本家は新しい意外なことを経験する
はずであるO なぜ、ならば，雇用量の増加につれて労働者の所得， 従って，その需要も増加するから
Z,D 
。
第 12 
Di 
X1 Xm，αぉ
図
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であるO 新しい需要曲線がDzであれは， 価格水準がP1で産出量X2 が需要されるであろう。二
者択一的な供給量と需要量が存在するとし、う条件の下ではこれらに対応する資本家の最小の予想売
上金額と Weintraubの意味における事前的な貨幣的需品対比させることがで、きるO これらのこ
とから供給函数Zと需要函数Dを導くことができる。
資本家が超過需要のときに生産を増大させるとしても， 需給の均衡が成立しないという場合，す
なわち，生産能力の技術的限界まで生産を拡大するときに， 超過需要が Oにならない場合が生じ
る。この場合は第12図のX1において均衡状態Z1=D1が生じる場合ではなくて生産能力の技術的
限界Xmaxにおいて不均衡状態 Dz>Z1が生じるとし寸場合である。この状態をもたらせる 2つの
需要曲線DiとDzの形状は，産出量がOのときは縦軸上の同ーの需要量からはじまり， 産出量の増
加につれて逓減するが， DzはDiの上方に存在し，交わらないものと仮定して描いているO
このようなことだけからみても， ヴァイントゥラウプの総供給・総需要体系において，平均費用
曲線の形状が直線であるときにマーク・アップ原理を適用することは，短期的には所得と雇用の均
衡が産業の水準では成立しないことを明らかにすることになるO これに対して，巨視的な所得と雇
用の均衡もやはり成立しないことになる。
VI むすび
前節までにおいて議論した内容とりわけ第E節の内容を要約すれば，次のようになる。
成長・蓄積理論におけるいろいろな命題は論者の考え方いかんによって異なっているが， それで
4なおヴァイ γ トクラウプ定理に関連している。 ヴァイントワラウプ定理の変形においてこそむし
ろ異常と思えるほどの相互関係といくつかの顕著な命題を説明することができると考える。 ことば
をかえていえば， ヴァイ γ トクラウプ定理の変形においてこそヴァイントクラウプ定理の成長・蓄
積理論的妥当性を確かめることができると考える。
ヴァイントヮラウプ定理の考え方によれば， 成長・蓄積理論の文献に関する限り，投資と蓄積に
おける主要な要素は利潤分配率と（資本・産出量比率に対する雇用者1人当りの資本量の比率およ
びマーク・アップ率であらわされた〉実質賃金率である。利潤分配率と実質賃金率だけでなくこれ
らの構成要素を全部組み合わせるならば， ヴァイントヮラウプ定理で明らかにされた基本構造を形
成することができるO ヴァイントゥラウプ定理は成長と蓄積に関する理論であいまいにされている
事柄を多少なりとも解明することができるという点に最も基本的な特色と存在意義をもっている。
第皿節と第W節の議論における内容は次のように要約することができるo 独占の場合とヴァイン
トゥラウプ定理との相互関係， フル・コスト原理の場合とヴァイントクラウプ定理との相互関係か
ら次の結論を導くことができるO
完全競争の場合には，生産函数として最も単純な Cobb-Douglas型生産函数で考えれば，限界費
用と平均費用は一定の比率で存在することが明らかになるO それに伴って限界価格を決定するとき
の供給価格はやはり平均費用の一定の倍数で示される。 これらのことは，ヴァイントゥラウプ定理
によれば， 資本家が少なくともある特定の生産領域において価格を設定することができることを意
味する。完全競争の下では資本家は産出量と価格に関して行動する。資本家は市場価格を所与とし
?? ヴァイントゥラウプ定理の理論的妥当性
て受け取り， しかもヴァイントゥラウプ定理を用いて価格で表示した平均費用の中で‘どのような割
合を占めるかを確かめることができる。
これに対して，独占の場合には， 独占者としての資本家の供給曲線は産出量1単位当りの平均賃
金費用曲線のh倍であらわされるような一義的な関係を形式的に決定することはできなし、。それに
も拘わらず資本家はその価格をヴァイントゥラウプ定理に対応して設定すれば， 資本家は試行錯誤
によってのみ独占利潤が極大となる価格を設定することができるであろう。 しかし，独占利潤の極
大値は，限界分析を用いればみつけることができるが，平均分析とくに平均費用に関する計算方式
を用いてみつけることはできない。
このような場合にはヴァイントゥラウプ定理はヴァイントゥラウプの総供給・総需要体系と適合
することはできなし、。不完全競争の場合に資本家が価格をマーク・アップ原理に従って設定し，
「適正な」純利潤の達成を意図すれば， 価格設定はヴァイントゥラウプ定理の意味では意義のある
ことである。従って，ヴァイ γ トゥラウプ定理が常にフル・コスト原理を前提としていることこそ
極めて重要なことであるO
微視経済的観点と巨視経済的観点を総合した観点から議論した第V節の内容を要約すれば， 次の
ようになるO ヴァイントゥラウプ定理とヴァイ γ トゥラウプの総供給・総需要体系とを結びつけよ
うとすることは可能なことであるO 収穫法則と利潤極大化原理にもとづくヴァイ γ トヮラウプの総
供給・総需要体系が限界分析的に構成される場合には， ヴァイントゥラウプ定理ではもっぱら平均
概念が用いられている。それにも拘わらず Weintraubはヴァイントヮラウプ定理が資本家の利潤
極大化仮説の下で限界分析にもとづく価格設定とも「平均」利潤に関連したマーク・アップ原理に
もとづく価格設定とも合致すると考える。 ヴァイントヮラウプ定理とヴァイントクラウプの総供
給・総需要体系との組合せは所得と雇用の均衡が実現する場合に成立すると考えられる。 この可能
性が存在するかどうかは平均費用曲線の形状いかんによって決まってくるO
(1) 平均費用曲線の形状が利潤極大化原理と収穫法則にもとづくとき， ① 完全競争の場合には
その可能性は存在するが， ②独占の場合には，その可能性は存在しないし，ヴァイントゥラウプ
定理はヴァイ γ トクラウプの総供給・総需要体系に適合しないことになる。
(2) 平均費用にもとづく粗マーク・アップ率を考慮するとき， ①平均費用曲線の形状がU字形
であるときには，その可能性は存在する。しかし， ②平均費用曲線の形状が直線であるときに
は，短期ではその可能性は存在しないし， ヴァイントヮラウプ定理はヴァイントクラウプの総供給
．総需要体系に適合しないことになる。
この小論の議論によってヴァイ γ トゥラウプ定理がWeintraubの成長・蓄積理論， Weintraub 
の企業理論に係わる資本家の価格設定態度やその価格政策， Weintraubの総供給・総需要理論など
においていかなる理論的支柱となっているかどうか， また，いかなる理論的妥当性をもつことがで
きるかどうか，を明らかにする 1つの考察方法を提示することができたと考える。
この小論には多くの問題が残されているが， ここでは若干の問題点を指摘することに留めてい
る。
第1に，ヴァイ γ トヮラウプ定理の考え方は成長・蓄積，循環，所得分配などの諸理論ばかりで
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なく， 雇用，祖税，インフレーショ γ，開放体系における価格水準の決定などに関する諸理論にも
拡張することができるが，これらの点に関する考察は後の課題である。
第2vこ，価格水準を扱う場合には， ヴァイントゥラウプ定理がどのような貨幣的合意をもってい
るかを考察しなければならなし、。 とりわけ，貨幣賃金率の上昇がヴァイントヮラウプ定理を通じて
どのような作用経路で貨幣的需要に影響を与えるかを考察しなければならない。
第3に，硬直的なマーク・アップ原理と結びついたヴァイ γ トゥラウプ定理は巨視的経済の価格
水準の決定に対してはどの程度の一般的な理論的妥当性をもっているであろうかとし、う基本的な問
題点を考察しなければならなし、。この点については，例えば， A.P. Lernerは，「経済学者の注意、
を賃金あるいは賃金額に対する国民所得の比率に係わる価格をこの極めて重要なマーク・アップに
向けさせようとする Weintraub教授の試みに対しては特別の信用が彼に与えられるべきである」
と述べて根本的にはヴァイ γ トゥラウプ定理の存在意義を認めている。 しかし，私見によれば，ヴ
ァイントヮラウプ定理がその一般的な理論的妥当性をもっ価格水準決定式であると認めることはで
きない側面がなきにしもあらずであると思われる。 この意味のヴァイントゥラウプ定理は，一方で
は，農業のような産業部門には適用できないし， 他方では，マーク・アップ原理が適用される産業
部門でもある特定の事情の下では， 例えば，需要が持続的に変化するとき，当該産業内の企業間競
争が織烈であるときなどには，マーク・アップ率は変化し， 従って，ヴァイ γ トゥラウプ定理は変
化するであろう。このような点にも十分注意しなければならない。
第4に， Weintraubの場合にはヴァイ γ トゥラウプ定理にもとづく価格メカニズムを解明する体
系的な研究が存在していないが，この点に関する考察こそ何よりもまず必要であるO
(1) Weintraubの価格理論は，個別的な論文で公表されているが，後に書物としてまとめられ，これに収録さ
れている。
Weintraub, S., Price Theory, 1949; Ditto, Income and EmiうloymentAnalysis, 1951; Ditto, 
An Aρρroach to the Theory of Income Distribution, 1958; Ditto, A General Theory of the 
Price Level, Outρut, Income Distribution and Economic Growth, 1959；千種義人監修，水吉俊彦
訳， 『物価と経済成長の一般理論』，昭和46年； Ditto,Classical Keynesianism, Monetary Theory, 
and the Price Level, 1961; Ditto, Some Asρects of Wage Theory and Policy, 1963; Ditto, 
Intermediate Price Theory, 1964; Ditto, Growth Without Inflation in India, 1965; Ditto, A 
Keynesian Theory of Emρloyment Growth & Income Distribution, 1966；松坂兵三郎訳， 『ケ
インズ理論による雇用成長と所得分配』，昭和43年；；Ditto,Keynes and the Monetarists and Other 
Essays, 1973; Ditto, Incomes Policy for Full Emρloyment Without Inflation in Canada, 
1976; Ditto, Keynes, Keynesians, and Monetarists, 1978; Ditto, Cajうitalism’s Inflation and 
Employment Crises, 1978. 
(2) Weintraub, S., An AρProach to the Theory of Income Distribution, 1958; Ditto，“A Keynesian 
Model of the Price Level and the Constant Wage Share'', Kyklos, Vol. 15, 1962, pp. 701ー 719;
Ditto, Some Aspects of Wage Theory and Policy, 1963; Ditto, A Keynesian Theory of 
Emρloyment and Income Distribution, 1966; Ditto ，“A Macro Theory of Pricing , Income 
Distribution, and Employment", Weltwz'rtschaftliches Archiv, Bd. 102, 1966, s. 11ー 26;Ditto, 
“Marginal Productivity and Macrodistribution Theory", in Ditto, Keynes, Keynesians，αnd 
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Monetαrists, 1978, pp. 215-230. Solow, R. M. and Stiglitz, ]. E.，“Output, Employment, and 
Wages in the Short Run", Quαrterly ]ourw:il of Economics, Vol. 82, 1968, pp. 537-560. 
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Old Model", Quαrterly ] ournal of Economics, Vol. 84, 1970, pp. 215-219. 
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第9巻， 第4号， 昭和44年2月， 19-55頁；同， 「ヴァイントヮラウプ定理と価格水準」， 『宮大経済論
集』，第24巻，第2号， 1978年11月， 1-25頁。
(4) Weintraub, S., op. cit., 1959, p. l, p. 4; Ditto, op. cit., 1961, p. 176; Ditto, op. cit., 
1966, p. 22, p. 31, p. 101. 
(5) Weintraub, S., op. cit., 1961, pp. 111-113. 
(6) Harrod, R. F., Towards a Dynamic Economics, 1948, p. 77.この考え方はWeintraub,S., op. 
cit., 1966, pp. 3ー 7,pp. 82-84，に用いられている。
(7) Weintraub, S., A General Theory of the Price Level, Outρut, Income Distributz"on and 
Economic Growth, 1959, p. 112. 
(8) Weintraub, S., op. cit., 1959, p. 113. 
(9) Weintraub, S., op. cit., 1959, p. 113. 
(lq 羽Teintraub,S., op. cit., 1959, p. 114. 
。方 Lerner,A. P.，“On Generalizing the General Theory", American Economic Review, Vol. 50, 
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(2~ Weintraub, S., op. cit., 1958, p. 68, p. 88, p. 105; Ditto, op. cit., 1966, p. 90；前掲邦訳書，
116頁； Ditto,
邸~ Weintraub, S., op. cit., 1961, p. 177; Ditto, op. cit., 1966, pp. 94-97; 前掲邦訳書， 121-
125頁。
凶 Robinson,J., op. cit., 1956, p. 48. 
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Robinson, I., op. cit., 1956, p. 123, pp. 412-413. 
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概念に最も密接に対応するからである。この比率における 2つの要素は労働時間の量として表示されるが，
これらの要素は物理的比率において存在するのではないということを知ることが重要なことである。」 (p. 
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任。 Robinson,I., op. cit., 1956, p. 134. 
住2) Robinson, I. , op. cit. , 1956, p. 151. 
(43) Robinson, J., op. cit., 1956, p. 151. 
（叫 Robinson,J.，“Some Problems of Definition and Measurement of Capital" Ox/ ord Economic 
Paρers, Vol. 11, 1959, pp. 157-166, especially pp. 158ー 159.
(45) Weintraub, S., op. cit., 1961, p. 181. 
側 Kaldor,N., ＇‘A Model of Economic Growth”， Economic ] ournal, Vol. 67, 1957, pp. 591-624, 
especially p. 591. この論文は Kaldor,N., Essαys on Economic Stability and Growth, 1960, 
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(53) 拙稿， 「ケインズ派分配・成長理論における安定メカニズム」，
1976年3月， 1-36頁，特に9頁。
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Keynesianism and Monetarism: Some Theoretical Revision, 1978, p. 1044. 
(5) Champernowne, D. C., 
Economic ] ournαl, Vol. 68, 1958, pp. 211ー 244,especially p. 220. 
(56) 拙稿，前掲論文， 1978年11月， 8-10頁。 Weintraubによれば，アメリカ経済の1929-1975年間における
kの値は約1.9である。この期間のkの年々の値では僅かな変動はあらわれているが，殆ど一定であり，し
かも低下している。このkの値の低下は資本装備率（雇用者1人当りの資本量〉，資本係数（産出量1単位
当りの資本量〉，平均消費係数，貨幣の流通速度のそれぞれの比率に対して測定された結果としてみられる
特色である。 Weintraub, S., op. cit., 1961, p. 54. 
6司 Weintraub.S.，“The Theory of Price Level and the Analysis of Inflation”， in Ditto, op. cit., 
1961, pp. 41-64, especially p. 60. 
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『富大経済論集』，第21巻，第3号，
ヴァイソトヮラウプ定理の理論的妥当性
?????????
- 90ー ヴァイソトゥラウプ定理の理論的妥当性
especially p. 113. 
側利潤極大化原理の議論については特に次の論者にみられる。 Scitovsky, T.，“A Note on Prof it 
Maximization and its Implications", Review of Economics and Statistics, Vol. 11, 1943-1944, 
pp. 57-60. Machl up, F.，“Marginal Analysis and Empirical ResearchぺAmerz"cαnEconomic 
Review, Vol. 36, 1946, pp. 519ー 554;Ditto ，“Rejoinder to an Antimarginalist”， American 
Economic Review, Vol. 37, 1947, pp. 148-154. Schneider, E.’”Der Realismus der Marginalan・・－
alyse in der Preistheorie“， Volkswirtschaft and Betriebswirtschaft, Bd. 46, 1964, ss. 429-432. 
側 Means,G. C., Pricz・ngPower and the Public Interest, 1962；伊藤長正，北川勝己，高野清美共
訳， 『企業の価格決定力と公共性』，昭和37年。 「管理価格」の概念は厳密ではないように思われる。この
価格には資本家が価格を決定するとし、う観念がある。 「ミーンズが管理価格の概念を，市場価格ないし競争
価格の概念との対比において考案していたことは明白である。」 （新野幸次郎， 宮崎義一編， 『管理価格
一一現代の価格機構を考える』，昭和47年， 97頁。〉 G. Ackleyは「管理価格」を次のように定義する。
すなわち， 「管理価格は売手か買手によって設定され，かなりの期間不変に維持される価格であるにすぎな
い。」（Ackley,G.，“A Third Approach to the Analysis and Control of Inflation", in The Rel at-
ions hiρof Price to Economic Stability and Growth. Comρendium. 1958, p. 622.) 
制例えば，多くのアカデミックな香気の漂う文献があるが，その中でも次の文献を挙げることができる。新
野幸次郎先生， 『現代市場構造の理論』，昭和43年。 百々 和先生， 『現代資本主義と寡占経済』，昭和
45年。 Ott, A, E., Grundzuge der Preistheorie, 1967. この Tiibingen大学（正式名 Eberhard-
Karls-Universitat Tiibingen）の経済学部教侵Ott氏の書物は小生が1974-1975年間に研究のため西ドイ
ツ (Freiburg im Breisgau, Wiirzburg, Tiibingen）に滞在したとき， 教授邸で教授から直接いただいた
ものである。
側 この点の説明には小生が西ドイツ留学中にフライブ、ルク大学（正式名 Albert-LudwigsUniversitat 
Freiburg im Breisgau）の経済学部図書室で複写した次の文献が有用である。 Natzmer,H. von, 
,,Traditionelle und moderne Kostenkurven“， Zeitschrift fur Nαtional okonomie, Bd. 21, 1961-
1962, ss. 37-97, insbesondere ss. 51-55. Ott, A. E., a. a. 0., ss. 259-264. 
佃~ Weintraub, S., op. cit., 1961, p. 54. 
制）例えば， P.Sylos-Labiniは次のように説明しているが，このことはヴァイントヮラウプ定理を適用する
ときに有用である。 Sylos-Labiniは， 「フル・コスト原理と限界主義者の原理は同じ結論に導くという
ことができる。 しかし，そうであれば， この問題を引き受ける人がし、ないであろう」と説明する (Sylos-
Labini, P., Oligopoly and Technical Progress, 1962, p. 78 .）。なぜならば，フル・コスト原理を
用いて，一方では，二者択一的な目的設定を考察することは，他方では，費用函数と収入函数の必要な微分
可能性を代用することは，フノレ・コスト価格を主張する論者の関心事そのものであったからである。
(65) Weintraub, S., op. cit., 1961, p. 58. 拙稿，前掲論文， 1978年11月， 11頁。
側 この点に関する経験的研究をどのように解釈すべきであるかとしづ論争については， 例えば， A. Kahn 
の次の文献が有益である。 Kahn,A.，“Pricing Objectives in Large Companies: CommentぺAmerican
Economic Review, Vol. 49, 1959, pp. 670-678, especially p. 677. 
c 1 
（伺 Weintraubは「この害のない方程式（innoduousequation) （（玄＝玄））において明示的な価格水準」に
関する 1つの理論が導かれると説明する（Weintraub,S., Price Theory, 1949, p. 86.）。 同様なこと
は， Weintraub,S., op. cit., 1961, p. 42, p. 44; Ditto, Intermediate Price Theory, 1964, 
pp. 58-59，にも説明されている。
（鎚~ Weintraub, S., op. cit., 1961, p. 62. 
制） この問題点を指摘し、検討しているのは，例えば，次の文献である。 Galbraith, K.，“Market Structures 
and Stabilization PolicyぺReviewof Economic Studies, Vol. 39, 1957, pp. 124-133, especially 
pp. 130-131. Hegeland, H.，“Book Review to Weintraubs, A General Theory of the Prz・ce
Level, Outρut, Income Distribution and Economic Growth”， Kyklos, Vol. 13, 1960, pp. 292-
294, especially p. 292. 
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H. Hegelandは J.Vibe-Pedersenが既に1944年にWCM式に相当する価格水準決定式を展開したこと
を指摘している。その他私見の知る限りでは L.Kleinもヴァイントゥラウプ定理の価格水準決定式を引用
している。 Vibe-Pedersen,J., Nαtz・onalIncome and Aggregαte Distribution, 1964, pp. 47-49, 
p. 32. Klein, L.，“Wage and Price Determination in Macroeconomics", in Phillips, A. and 
Williamson, 0. (eds.) , Issues in Theory, Practice and Public 1うolicy,1967, pp. 81-93, 
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